
水道事業の広域化に関する市民説明会 概要 【西部公民館】 

 

１ 開催概要 

開催日時 令和６年１２月１3 日（金） 19：00～20：50 

開催場所 西部公民館 大ホール 

参加者 ４１名 

報道関係 － 

 

２ 主な質疑応答 

No 項目 質問・意見等 回答 

１ 広域連携の

枠組み 

上田市が上田・長野間の広域化に参

画し、組織体制の強化を図った中核

となる新たな水道事業体を構築し

た上で、上小地域における広域連携

に取り組むことが、上田市において

の最適解なのか、根拠がどこにも書

かれていない。 

最適解になる理由はなぜか。ごみ処

理など他のことは上小地域で広域

化するのに、水道だけなぜ、上小地

域を後回しにして、長野と組む必要

があるのか。 

上田市の水道事業の課題は、料金収

入の減少、今後の維持管理、更新費

用の増大、人材不足、緊急時の対応

等があるが、特に人材不足が大きな

課題である。上小地域で広域化した

場合、人材に対してはさらに大きな

課題になると考えられるため、まず

は上田・長野間において中核となる

大きな組織を構築し（ヒト・モノ・

カネの基盤の強化）、その後に上小

地域との連携方法を検討すること

が、上田市にとって良い方向である

と考えている。 

２ 決定プロセ

ス 

広域化の最終決定に向かってのプ

ロセスは、どこで何をして、どうい

ったことが決定になるのか、まず決

定の方法、時期、プロセスを教えて

いただきたい。 

・今後の水道事業のあり方につい

て、上下水道審議会に諮問してお

り、広域化について現在審議中であ

る。時期は未定だが、答申をいただ

いた後に、まずは上田市（行政）と

して広域化するかしないかの方向

性を導き出したいと考えている。 

・基本計画（素案）については市民

意見を募集し、２月に基本計画（案）

としてまとめた後、議会への説明と

いう流れになる。 

・令和 7 年度以降に、全ての構成団

体で基本計画（案）が合意されたら

企業団設立の準備を開始し、準備完

了後、企業団の規約等（企業団設立）



について議会に議案を上程し、審議

していただく。ここが最終的な決定

時期となる。なお、基本計画の合意

から企業団設立までの準備期間は

２～３年後を目途としている。 

３ 組織体制 広域化で大きくなることで、我々住

民の目が行き届かないため非常に

不安になる。どのような、市民に選

ばれたチェック機関があって、未来

永劫、適正な運営ができるという組

織体を考えているのか。 

企業団の意思決定機関として、企業

団議会を置き、上田市議会から議員

を選出いただくことを想定してい

る。また、企業団の管理運営に関し、

規約変更や予算・決算等の重要事項

を協議するため、上田市長など構成

団体の代表者で構成する運営協議

会を設置することで、地域の声、市

民の声を反映できる体制を考えて

いる。 

４ 人材の確保・

育成 

上田市の課題として専門人材の育

成、確保とあるが、今の上田市でさ

え確保ができないのに、広域化して

本当に職員が確保できるのか非常

に不安である。 

なおかつ、上田市内であれば経験が

あり、どこにどういう管路があるか

分かるかも知れないが、他市町のこ

とは分からないし、長野市の職員が

上田市の水道を見たとしても、実際

市民のニーズに応えてくれるのか。

サービス低下の懸念が非常に大き

く、ここが一番課題だと思う。必要

であれば、上田市として職員を採

用、育成した上で広域化ならまだわ

かるが、広域化では逆に職員の確保

はできないと思う。 

 

ご意見としてお聞きする。 



５ 広域化の必

要性 

国交省は従来の浄水場や長い管路

など大規模な施設を必要とせず、地

震の被災に対し早期復旧が可能と

なる集落単位の小規模な「分散型上

下水道システム」を推進していくと

いう新聞記事があった。広域化はも

う周回遅れの議論ではないか。小さ

い単位で考える必要があり、国交省

がこれから能登で実証しようとし

ているのに、なぜ今広域化をする必

要があるのか分からない。 

能登震災受けて、災害リスク低減の

観点から、中山間地には小規模な水

道をという考えで、国は実証実験を

始めると理解している。地形が平野

地なのか、中山間地なのかにより、

水道システムの適正があり、危機管

理体制の構築と経費の削減につな

がる効率化とのバランスが必要と

考える。主に上田長野地域の盆地エ

リアは、小規模水道よりは、管路や

施設の強靱化を図ることによる施

設の統廃合に取り組むことで、危機

管理と効率化が図れるものと考え

ている。 

６ 料金推計 企業団議会の議員数を人口割で決

めたとしたら、長野市が半分を占

め、上田市の意見が果たして通るの

か。広域化と単独の比較で、50 年先

に 600 円違うとのことだが、ただの

料金の推計ではなく、メリットとデ

メリットについて検証したのか。 

何を言っても上田市の水道が良く

ならず、長野が先で上田が後回しに

なるのであれば、600 円払い単独の

ままの方がいいような気がする。 

安心、安全で安定した水道水をお届

けすることが責務と考える一方で、

料金を少しでも抑制することも責

務と考えている。少子化や人口減少

社会という中で、次の世代の負担を

少しでも抑える方策はないのかと

いうことがスタートになっており、

試算では約 50 年後の料金の差を約

600 円とお示ししたが、600 円の差

は約８％の料金抑制でもあり、サー

ビスの観点からも大きなポイント

だと考えているところである。 

７ 説明会等 いろいろ質問やメールをしても上

田市から回答が戻ってきたことが

ない。今日出た質問等について、き

ちんと意見を戻してくれるのか。 

 

説明会で出た意見は集約させてい

ただき、主なご意見等について公表

する予定である。 



８ 説明会等 説明会は、12 月以降はないのか。こ

んな大事なことは、もっと 1 年とか

2 年かけて全市民に周知する必要が

あるのではないか。 

令和５年度においても広報への掲

載や市民説明会などに取り組んで

おり、今年度も改めて説明会を実施

したところ。 

広域化の最終的な決定は議会の議

決で、この 3 月までに決めたいと考

えているのは市の方針であり、今後

も広報や SNS などを活用して情報

提供していきたい。 

市民説明会は必要に応じて考えた

いが、今のところ次の予定は未定で

ある。 

９ ２重化事業 上田から長野まで新たな水道管を

引くのではなく、必要な自治体が、

千曲川から取水すれば、途中の配管

の維持管理や更新がいらないと思

うが、なぜ上田の水を長野まで送る

という考え方なのか。 

2 重化にも上田の税金が使われ、そ

れで本当に上田の水道料金が安く

なるのか。施設が大きくなるほど老

朽化や耐震化の問題はずっと続き、

子や孫の世代を考えると、目先の補

助で本当にいいのか疑問。どこも同

じような問題を抱えており、困った

者同士がいくら寄っても改善はし

ないのではないか。 

災害に強く効率的で持続可能な水

道を目指し、効率性の向上として、

主要な浄水場を最大限に活用、地域

全体で人口減少を見据えた施設規

模へのダウンサイジング、統廃合を

考えた。 

浄水場の更新は相当大きな費用が

かかる。延長の長い送水管の 2 重化

に投資をしても、効率化を図ること

で将来は下流にある浄水場の廃止

が考えられ、この経費の削減等が上

田市民にも大きな恩恵があると考

えている。 

10 人材関係 人材不足というが、高齢化や人数が

少ないのはどこもみな同じではな

いか。一緒になったとしても目先は

いいが、20 年後はどうなるかも計算

しているのか。 

人口減少社会において、広域化によ

り構成団体が一緒になった場合、現

状では 230 人規模の職員数になる

が、将来的にこの職員数を維持する

のは難しいと考えている。ただその

中で、組織が大きくなることによ

り、専門知識を持つ職員を少しでも

多く維持でき、技術・知識の継承や

指導監督できる職員の育成も大き

く期待するところである。 



11 補助金 補助金は、情勢が変わればなくなる

可能性もある。あてにしていた補助

金が 1 割しか入らず、工事を始めて

しまったらどうなるのか。不安定要

素はできるだけ減らして、50 年 100

年後の市のニーズを考えるべきで

はないか。 

ご指摘のとおり、補助金は確約され

たものではなく、財政シミュレーシ

ョンでは、あくまで補助金が受けら

れる前で試算しており、事業費につ

いても確定した額ではない。 

12 連携方法 全てが広域化ありきの説明ではな

いか。資料を見ても、部分的な問題

解決として、例えば水道の水を融通

する仕組みだけを作るとか、組織を

全部まとめるのではなくて、部分的

な協力や人材交流、事務処理を一括

でやるなど、いろいろな可能性があ

るのに、それに関しては何も言及が

なく、検討したかどうかもわからな

い。 

資料は、これまで検討してきた結果

を示したものであるが、この資料だ

けでは判断が難しいという多くの

ご指摘をいただいている。 

資料に記載はないが、人材の交流も

検討した経過がある。また、例えば

共同で一つの施設を管理する共同

化の方法もあるが、上田市の大きな

課題として施設の老朽化や耐震不

足があり、対策として人材交流も含

めて検討したが、広域化による補助

金の活用が有効な手段と整理し、そ

の結果を説明させていただいた。 

 

13 メリット・デ

メリット 

市民は、広域化したときのメリット

やデメリット、しなかったときのデ

メリットについて情報をもらい判

断したいと思っているのに、メリッ

トしか資料には書かれていない。デ

メリットは懸念事項として三つほ

ど並べてあるだけで、何も説明がな

い。デメリットは多分単純に考える

と、自立性、自主性、独立性を失う

ことで、地域でのきめ細かいこと、

例えば災害対策などができないは

ずである。また、上下水道があって

暮らしができるが、上田市の下水道

がどうなるのか何も書かれておら

ず、判断ができない。 

 

上田市では上下水道を一体経営し

ているため、水道事業だけ広域化し

た場合、下水道事業は分離すること

になり、これは当然デメリットだと

考えている。業務効率の低下等は当

然懸念されるところで、下水道事業

との連携をどのようにしていくか

検討が必要と考えている。 



14 判断方法等 

 

・3 月までに市長が判断をするとい

う説明があったが、市長は何をもっ

て、次のステップに行くか行かない

かという意思判断をされようとす

るのか。 

・上下水道審議会は重要な役割を負

っており、市長はその答申を後ろ盾

にするのではないのかとは思うが、

今までにない非常に重要な審議会

であり、今日の説明会でも不安の声

が多々出ている。審議会で何をもっ

て答申していくのか、きちんと公開

されて、多くの市民が傍聴する中で

議論がされるようお願いしたい。 

・この案件については、国の広域化

の補助制度に時限があるため、ある

程度の時期で方向性を出す必要が

あり、市長としても 3 月末を一つ目

安としている。その中で、上下水道

審議会でしっかり議論をいただき、

その答申を持って市長としての判

断となるが、市民説明会の意見も含

めて、総合的に判断するものであ

る。 

・上下水道審議会は公開で行ってお

り、通常は傍聴者を 5 名程度として

いるが、会場の許す限り希望者には

傍聴をいただいている。 

15 検討経過 令和2年に厚生労働省が上田長野間

の検討業務を実施とあるが、どのよ

うな経過があり、どのような業務を

行ったのか。 

平成 26 年から研究会を立ち上げて

検討を重ねてきた中で、厚生労働省

の水道課長が長野県で講演した際、

地域においてふさわしい水道事業

のあり方について相談をする機会

があり、検討が前に進む手立てを相

談した結果、行政界などにとらわれ

ない、この地域において理想的な施

設の最適配置の検討を厚労省にて

実施してもらったという経過であ

る。その際の結果として、この地域

が一つになることによって、現状よ

りは経費の抑制効果があるという

報告を受け、令和 3 年に研究会を新

たに設立し、財政シミュレーション

を行い、検証をしてきた。 

16 審議会関係 時系列的には上下水道審議会の答

申が迫ってきているが、審議会への

諮問はいつ、どのような内容で行っ

たのか。 

諮問は、令和５年 11 月に「上田市

水道事業の今後のあり方について」

ということで、市長から諮問させて

いただいた。審議会の委員の皆さん

には、今回の資料の基になった、上

田長野地域水道事業広域化協議会

の資料で説明をし、現在審議いただ

いているところである。 



17 財政シミュ

レーション 

今、国を上げて、最低賃金上げよう

としているときに、この 500 億円を

上限といっている事業費もどんど

ん膨らんでいくのではないか。物の

値段も上がっていく中で、市民の負

担も増えてくるはずで、最終的には

約 50 年後の広域化した場合の水道

料金が単独経営より逆に 600 円ぐ

らい高くなるのではないか。 

財政シミュレーションの前提条件

は、現状の物価・人件費等をベース

に考えており、将来の物価や事業費

の高騰などを考えることも必要で

はあるが、それを今予測することは

困難であり、将来の傾向を見るため

に財政シミュレーションを実施し

ている。そのため、今回示した料金

は、将来約束するものではなく、あ

くまで傾向として、単独で経営する

よりは広域の方が料金の抑制効果

があることを示しており、例えば、

人件費や物価が上がれば、どちらの

場合も人件費や物価は上がり、傾向

とすれば変わらないということで

ある。 

18 危機管理 能登では浄水場をダウンサイジン

グしたことにより、震災の被害が大

きくなったという結果がある。いろ

いろ話し合われて災害に強いとは

言っているが、そのことについて研

究をされているのか。 

今回お示しした計画では、送水管の

複線化を図ろうと考えているもの

である。今ある一本だけで送水した

場合、千曲市など下流域では、浄水

場を廃止した際、危機管理体制が大

変懸念されるところであり、複線化

することで安心感を求めていきた

いと考えている。下流側の浄水場廃

止や統廃合に取り組むには、安心安

全を担保した危機管理体制の構築

と経費抑制の効率化のバランスが

必要と考えている。 

19 広域連携の

枠組み 

上小地域で広域連携するとした場

合、現在は県営水道になる塩田地域

などは、上小地域側に関わりがない

と思うが、上小地域の連携を検討す

るということは、塩田地域は、とり

あえず市営水道とは今後も無関係

になるということか。 

上小地域とした場合、長和町、青木

村、東御市が対象となるが、東御市

の意向は、水道に関しては小諸市、

佐久市など上流域との将来を見据

えていきたいと聞いている。実質的

に青木村と長和町による枠組みに

なるが、県営水道のかかわりはない

ため、塩田地域、仁古田・小泉地区

は現状と同じ県営水道の運営とな

ると認識している。 



20 負担の公平

性 

将来、料金を負担する人が減り、高

くなるのが目に見えている。若い世

代は将来非常に不安を抱える現在

であるため、市民も行政も合わせ

て、安い水道料金を甘受してきた世

代の方には、世代間公平みたいな負

担感について是非考えていただき

たい。 

世代間の公平性として、今の世代が

できることは今の世代がやるべき

であり、将来に負担（ツケ）を回さ

ないためにどのようなやり方があ

るのか、本気で考える必要があると

認識している。 

 


